
様式第2号（第5条関係）
第号　
年月日　
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　身延町長名                 eq \o\ac(□,印)
事業認定通知書
　　　　月　日付けで申請のあった立地事業については、次のとおり事業認定をしたので、身延町産業集積促進助成金交付要綱第5条第4項の規定により通知します。
	認定事業者の名称及び所在地
	名称
	

	
	所在地
	

	立地事業の概要
	工場等立地所在地
	

	
	投下固定資産額
	

	
	賃借料等
	

	
	増加する常時雇用労働者数
	

	
	うち町外からの常時雇用労働者数
	

	助　成　額
	第10条第1項第　　号の表の助成区分による
ただし、別表に規定する加算要件の該当する要件を加える

	備　　　考
	(1)　第4条各号に掲げる要件を満たさないことが判明した場合は助成金交付の対象とならない。
(2)　立地事業が次に該当する場合は事業認定変更申請書を提出すること。
・事業認定申請書に記載した助成対象の投下固定資産額の2割を越える増減があるとき
・立地事業における業種、業態の変更があるとき
(3)　第6条に基づき、立地事業が次に該当する場合は事業認定辞退届を提出すること。
・中止し、又は廃止するとき
・第4条各号に定める要件を満たさなくなるとき
(4)　第8条に基づき、事業認定を受けた立地事業について生産等を開始した日から30日以内に操業開始届を提出すること。
(5)　第12条に基づき、操業開始届の提出の日から1年以内に交付申請書を提出すること。
(6)　助成対象となる投下固定資産額に水素製造設備等取得費が含まれる場合は次の条件を付す。
　 ・水素製造設備による水素の製造は、再生可能エネルギーにより発電された電力等を活用して行うこと

・水素利用設備については、原則として再生可能エネルギーを活
用して県内で製造した水素を利用すること


	加算要件
	加算値
	該当

	高度先端分野の立地事業
（第4条第1項第1号から第3号までに係る立地事業）
	1.0％
	

	成長分野
（立地事業が右欄のいずれかに該当する場合）
	医療機器関連産業
	1.3％
	

	
	水素・燃料電池関連産業
	1.3％
	

	
	半導体関連産業
	0.4％
	

	
	ロボット関連産業
	0.4％
	

	
	データセンター
	0.4％
	

	高付加価値創出事業
	0.2％
	

	第4条第1項第1号から第3号までに係る立地事業における町外からの常時雇用労働者
	5人以上
	0.2％
	

	
	10人以上
	0.3％
	

	町外新規立地
	0.4％
	


○立地事業の概要と要件確認　※担当課確認用（認定事業者には通知しない）
	概要
	申請の内容
	要件
	判定

	所在地
	
	新たに土地を取得、若しくは借地権（設定期間が２０年以上。ただし、医療機器関連産業又は水素・燃料電池関連産業であって、町長が認めるものについては、設定期間が１０年以上）を設定している、又は自社所有地であるか
	

	敷地面積
	㎡
	
	

	延床面積
	㎡
	
	

	業種
	
	当該工場等で営む事業が助成対象業種か
	

	土地取得日
	
	
	

	工場着工日
	
	
	

	操業開始予定日
	
	
	

	事業完了予定日
	
	
	

	取得価額
	建物
	円
	
	

	
	構築物
	円
	
	

	
	機械装置
	円
	
	

	
	車両及び運搬具
	円
	
	

	
	工具器具及び備品
	円
	
	

	
	計
	円
	
	

	既存工場等の廃止に伴い控除される家屋及び償却資産評価額
	建物
	円
	
	

	
	機械装置
	円
	
	

	
	その他の償却資産
	円
	
	

	
	計
	円
	
	

	投下固定資産額
	円
	土地取得費を除く投下固定資産額が３億円（本社機能移転等の場合１億円、情報通信産業等は要件なし）以上か
	

	賃借料
（製造業を除く）
	建物
	円
	
	

	
	機械装置
	円
	
	

	
	その他賃借物等
	円
	
	

	
	計
	円
	
	

	増加する常時雇用労働者数
	人
	増加する常時雇用労働者の数が１０人（情報通信産業等は５人、宿泊業は３０人）以上か
	

	うち町外からの常時雇用労働者数
	人
	
	



